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研究成果の概要：中学校進学後に学校不適応が急増する現象（「中１ギャップ」）に対する予防

策として、小学校高学年での社会的スキル教育の効果が、縦断的介入研究によって検討された。

小学校高学年（６年）で行った社会的スキル教育による向上効果は、小学校在学中および中学

校進学後８ヶ月から１年２ヶ月まで維持されることが確認された。しかし、同期間の、学校不

適応についての指標において、効果は確認されなかった。
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１．研究開始当初の背景

新潟県教育委員会は、平成 15 年度より

「中１ギャップ解消調査研究事業」を実施

し、平成 17 年３月に報告書※１をまとめた。

ここで「中１ギャップ」とは、不登校やい

じめなどの学校不適応の発生率が、中学校

に進学した後の１年間の統計で急増する

現象をさすものである。本研究申請の代表

者（以下、「本申請者」と表記）神村栄一

は、新潟県教育委員会から委嘱を受け「中

１ギャップ解消検討会議」にかかわり、平

成 15 年度からは、同会議の座長および調

査研究のアドバイザーを務めてきた（平成

17 年度まで）。

中１ギャップは新潟県に限らず、全国で

ほぼ共通して認められる現象である。例え

ば 2003 年において、全国の中 1 生の不登

校者数 22,461 名は、同年度の小 6 のそれ

に比較しておよそ 2.8 倍であり、いじめの

発生件数も、同年度の中1生の7,307件は、
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同年度小 6 の 3.9 倍となっている。過去

10 年間の都道府県単位のデータを調べて

も、不登校数に関して中１での発生数は前

年の（母集団がほぼ同一の）小６のそれの、

2.5 倍から 3.0 倍前後となっている。

中１ギャップの背景・原因は多様である。

一般には、クラス担任制から教科担任制への

制度面の変化、あるいは、学力向上や進学へ

の圧力の増大、部活動参加などが複合的に作

用しているものと考えられている。

しかしこれらの明らかな変化の他にも、小

学校高学年から中学校１年にかけての心理

的な変動の要因も小さくないと思われる。具

体的には、「仲間との付き合いに困難や不安

を覚える」ようになる一方で、「良好な関係

を維持するためのスキルの獲得・発展が追い

ついておらず」、さらには「心理的な支えの

喪失（小学校での教師や友人の一部）を経験

しやすい」ことなどもあげられよう。

実際のところ、中学校１、２年生の学校不

適応の最大の要因が「友だち関係の不安・ト

ラブル」にあることは、多くの報告にある通

りである。

※１：新潟県教育委員会 中１ギャップ解

消調査研究事業報告書、全 39 頁、2005.

２．研究の目的

本研究は、以下の２点を目的として行わ

れた。①小学校６年で測定された「社会的

スキル（感情調整スキルも含む）」の高低が、

同じ集団の中学校進学後の４月から 11 月

にかけての「クラス適応感」や「学校での

ストレス出来事の認知」にどの程度影響し

ているかを明らかにする、

②小学校６年において実施された、社会的ス

キル教育が、中学校進学後２年前半までの学

校適応に及ぼす効果を明らかにする、

いずれも、縦断的な測定を行うこととし、

かつ、特に目的の②に関しては、介入の効果

を検討する。同一の中学校に大半の児童が進

学する予定の小学校において社会的スキル

の評価と介入を行い、その効果を中学校進学

後に評価するという点に特徴がある。

３．研究の方法
＜研究１＞

手続き：新潟県内５つの中学校区（同一

の中学校に進学する児童をかかえる校区）

の小学校18校に在籍する小学校６年生を対

象に、10月中に以下の調査（time-1）を行

った。これらのデータと翌年度６月に、中

学校進学後に行った調査（time-2）の結果

を対応させ、学区外転出や調査時の欠席、

回答不備などを除く、1076名のデータ対が

得られた。

調査尺度：time-1においては、社会的ス

キル尺度（「集団参加」、「他者配慮」、

「感情調整」の３因子から構成され、それ

ぞれ５項目からなる。上述の、中１ギャッ

プ解消調査研究において、新潟県義務教育

課の協力のもと開発され、信頼性と妥当性

が検討されてある。）、学校生活スキル尺

度（「健康維持」、「自己学習」の２因子

からなる、各５項目、同上）、および「学

校適応感、８項目、同上」が測定された。

time-2においては、time-1と同じく、社

会的スキル尺度（「集団参加」、「他者配

慮」、「感情調整」の３因子からなる）、

「学校適応感、８項目」、「知覚された教

師サポート、４項目」、「中学生生活スト

レスとして、『親友関係』、『同級生関係』、

『教師との関係』、『家族との関係』、『学

業』について単一質問５件法で評定」、「中

学校生活におけるストレス反応『抑うつ不

安』、『身体反応』、『イライラ』、『無

気力』、単一質問５件法で評定」が測定さ

れた。

回答はいずれも無記名としたが、調査結

果の照合のために、学校名とクラス、名簿

番号と氏名のかしら文字ひらがなの記入を

求め、担任教諭によって回収された。回答

は、各調査校のスケジュールによって、静



粛さがたもたれた教室において一斉で行わ

れた。

結果の解析：以上の調査結果を基に、

中学校１年の調査時のストレス反応を従属

変数にパス解析を行った。

＜研究２＞

全体の手続き：２つの公立中学校区（Ａ中

学校区とＢ中学校区とする）内の公立小学

校５校に在籍していた中学生生334名を対

象に、社会的スキル尺度（「集団参加」、

「他者配慮」、「感情調整」の３因子から

なる）、「学校適応感」および、「孤立感」

に関する調査を３度行った（中学校１年６

月、11月、中学校２年６月）。これらの対

象となった生徒のうち、Ａ中学校区内の２

つの小学校のうちの各ひとつ（Ａ中学校区

の２つの小学校のうちのa-1小学校115名、

およびＢ中学校区の３つの小学校のうちの

b-1小学校61名）の小学校では、対象生徒が

小学校６年の時期に、「学級でできる社会

的スキル教育」を10月から12月にかけ実践

してあった。それ以外の小学校（a-2、b-2

およびb-3小学校）では、特に社会的スキル

の教育介入は行われず、10月上旬と12月中

旬に、社会的スキルの測定が行われ、対照

データとされた。

小学校での介入手続き：a-1小学校および

b-1小学校では、それぞれ、同一のマニュア

ルにそって、学年担当教員が２回の「社会

的スキル授業」が行われた（10月末、11月

末、通常の授業時間枠の45分で）。

ぞれぞれの授業は、前半15分は学年すべ

てのクラスの合同で行われ、移動をはさん

だ後半25分は、クラス毎に実施された。前

半は、学年担当教諭による社会的スキルを

理解するための、教諭による劇（成功例と

失敗例）を鑑賞し、後半では、ワークシー

トへの記入や班単位での話し合いによる振

り返りが行われた。社会的スキルの般化を

促すため、スキル授業の実施後４週にわた

り、毎週最初の学活で、関連スキルの振り

返りが行われ、教室には、授業のポイント

を整理した内容が掲示された。10月末の内

容は、「遊びや話の輪に参加する・受け入

れるスキル」がテーマとされ、11月末の内

容は、「嫌な気持ちを友だちにぶつけそう・

ぶつけられそうになった時のスキル」であ

った。

尺度：社会的スキルの獲得状況を確認する

ため、２つの中学校区計５つの小学校にお

いて、調査対象の６年児童に、２度の社会

的スキルの測定が行われた（それぞれ、小

６の10月上旬をtime-e1、同12月中旬を

time-e2とする）。さらに、中学校進学後の

１年の６月、11月および２年時の６月での

調査（それぞれ、time-j1、time-j2、time-j3

とする）で、社会的スキルの獲得が測定さ

れた。中学校での測定時には、あわせて、

孤独感尺度が測定された。

４．研究成果

＜研究１＞

中学校１年の調査時（time-2）におるスト

レス反応は、中学校１年（time-2）時点での

ストレス因の全てが影響していた。最も影響

が大きいのは、「同級生関係」と「学業」の

ストレス因であり、次いで「親友関係」と「家

族関係」のストレス因であった。「学業」以

外のストレス因に大きく影響した変数は

「（中学校での）学校適応感」であり、この

ほか、「親友関係」と「同級生関係」のスト

レス因に対してのみ有意に、「（中学校での）

仲間とのトラブル抑止」が影響していること

が確認された。

小学校時代の調査結果（time-1）のうち、

「（小学校での）学校適応感」は、「（中学校

での）学校適応感」を強く説明し、この「（小

学校での）学校適応感」を有意に説明してい

るのは、「（小学校での）社会的スキル」のう



ちの「集団参加」と「他者配慮」および、「（小

学校での）学校生活スキル」のうちの「健康

維持スキル」であった。とりわけ「集団参加」

スキルの説明力が、「（小学校での）学校適応

感」を最も強く説明していた。「（小学校での）

感情調整」スキルは、「（小学校での）学級適

応感」を介さず、「（中学校での）仲間とのト

ラブル抑止」変数を介して、中学校でのスト

レス因のうち、「親友関係」や「同級生関係」

を説明していた。

以上の解析結果をまとめると、以下のとお

りとなる。①小学校６年時点での「集団参加」

や「他者配慮」、「健康維持」といったスキル

は、小学校６年時点だけでなく、中学校進学

後の「学校適応感」に強く影響し、その結果、

心身の健康・適応の状況全般に影響している。

②小学校６年時点での「自己学習」スキルは、

単独で、中学校進学後の学業ストレスに大き

く影響している。③小学校６年時点での「感

情調整」スキルは、中学校進学後の「仲間関

係とのトラブルの抑止」に影響し、結果、親

友関係や同級生関係の悪化と心身の健康・適

応の状況に影響している。

平行して、調査対象となった学年の生徒か

ら、主に不登校・不登校傾向の側面から「中

１ギャップ」とみなせる事例の解析を行った

結果、大きく２つのカテゴリーに分けられる

ことが明らかになった。ひとつは、①小学校

時代から、「集団参加」のスキルに不足が認

められ、それでも周囲の支えで登校できてい

た児童で、中学校進学後に、支え状況が変化

したことにともない、学校不適応を高めたと

いう経過を示した群、②小学校時代は、高い

適応の状態にあったものの、「感情調整」や

「他者配慮」のスキルに不適切さが認められ

ていた児童で、中学校進学後に、仲間や同級

生関係とのトラブルを繰り返す中で、学校不

適応を高めたという経過を示した群、である

（いずれにもカテゴリー化困難な事例も存

在した）。「自己学習」スキルの不足単独、と

認められる事例はほとんどなかった（集団参

加スキルの不足との重複は相当数が同定さ

れた）。これらの事例分析の結果は、調査結

果とおおむね一致するものであると考察さ

れた。

つまり、小学校高学年時点で、社会的スキ

ルに積極的に介入することにより、中学校進

学後の学校適応や心身の健康の維持を支え、

結果として、中１ギャップを解消することが

期待できることが示唆された。

＜研究２＞

小学校６年から中学校２年にかけて行わ

れた、社会的スキルの測定結果を、３因子（集

団参加、他者配慮、感情調整）それぞれにお

いて、２要因（小学校での社会的スキル授業

を受けた・受けない、および測定期）の分散

分析を行った。その結果、３因子ともに、群

と測定期の交互作用が有意となった。時期ご

との群間の差を単純主効果として検定した

ところ、「集団参加」について小学校の

time-e2 および中学校の time-j1、time-j2 の

３期において、「他者配慮」と「感情調整」

については、小学校の time-e2 および中学校

の time-j1、-j2 の２期において、いずれも、

スキル授業を受けた群がより高いスキルを

獲得・発揮できていることが確認された

（p<.05）。

中学校進学後に測定された、孤独感におい

ても、同様に２要因の分散分析を行ったが、

主効果、交互作用ともに、有意な差は認めら

れなかった。

学校不適応の兆候について、さらに検討を

加えるため、中学校の当該学年の教諭に、「原

因不明の欠席・早退数」あるいは「集団活動

の参加の様子等」について、一定の基準を満

たす生徒を、「学校不適応のサインが認めら

れる生徒」として研究対象生徒の中からノミ

ネートするよう依頼し、その被ノミネート率

を小学校時代の社会的スキル授業を受け



た・受けない、のそれぞれの群間で比較した

ところ、受けた群では 6.8%、受けない群で

は 7.5%であった。意味のある差であるとは

判断されなかった。

以上の結果は、以下のように考察された。

①小学校時代の社会的スキル教育の実践の

効果は、中学校進学後のおよそ１年間あまり、

維持されることが示された、②小学校時代の

社会的スキル教育の実践が、中学校進学後の

およそ学校適応に及ぼす効果は、確認できな

かった。

研究１および２を総括的に考察すると、①

小学校高学年児童における社会的スキルは、

中学校進学後の学校適応・心身の健康維持を

予測する、②小学校高学年における社会的ス

キル教育の効果は、中学校進学後１年ほどの

間維持されるが、学校適応そのものの高さを

支えるためには、より密度の濃い社会的教育

プログラムの導入が必要となる。
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